
事業名 定量的試算・エビデンス 施策の概要
要望額
（千円）

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成機能の強化・充
実

当施策によりＰＰＰ／ＰＦＩ事業が実施された場合、地方公共団体を管理主体とするＰＦＩ
事業の事業費及び平均ＶＦＭ等（内閣府で把握している平成26年度末現在の実績値）から試
算すると、１年度あたり約26億円の歳出削減効果が見込まれる。

アクションプランや集中強化期間の取組方針を確実に推進するための新たな事業類型の事業
の推進を図るため、具体のＰＰＰ／ＰＦＩ事業の検証を通じて事業類型ごとに現状と問題点
を把握し、案件形成に資する事業モデルを提示するために必要な検討を行う。
また、地方公共団体におけるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成機能の強化・充実を図るため、
地域人材育成を行う官民連携による地域プラットフォームの形成促進、地方公共団体のスキ
ル・ノウハウを共有するためのネットワークづくり等を支援する。
さらに、会計・税務等の高度な専門家チームの派遣を行うなど、地方公共団体の案件形成促
進に向けて事業フェーズに応じた切れ目ない支援を図る。

207,167

独立行政法人国立公文書館運営費交付金
に必要な経費

システム機能の統合・再構築を行うことにより、後年度で約0.6億円の歳出削減が見込まれ
る。

国民共有の知的資源である歴史的資料として重要な特定歴史公文書等を永久保存するため、
及び一般の利用に供すること等の事業を行うため、デジタルアーカイブなど機能の強化、及
び人員・体制の整備等を図る。

693,371

地域自殺対策強化交付金

本事業は、地域自殺対策緊急強化基金（平成21年度～）の事業メニューを引き継ぐととも
に、地域における自殺対策力の更なる強化のため、新たな事業メニューを追加するものであ
るが、
・交付金への切り替えに際し、地方負担分を設定することにより、国庫負担分の削減（地方
負担分想定額：7.6億円）を見込んでいる。
・基金からの継続事業メニューについて、地方公共団体に効率的な事業実施を働き掛けるこ
とにより、平成25年度比で約20%の事業費（7.3億円）削減を見込んでいる。

自殺総合対策大綱に基づき、地域レベルの実践的な取組を中心とする自殺対策の推進を図る
ため、地域の実情に応じた取組を行う地方公共団体や民間団体を支援する。

2,500,000

地域課題対応人材育成事業「地域コアリー
ダープログラム」

地域における共生社会の実現に向けた課題解決の担い手に対する人材育成事業について、高
齢者、障害者、青少年、子供の貧困などの分野を超えて横断的な施策を実施することで、効
果の拡大・効率化を図ることとし、要求額を約0.6億円節約・削減した。

高齢化、子供の貧困などの地域の課題に携わる青年を先進事例のある外国に派遣したり、そ
の国の青年を招へいしたりすることにより、分野を超える総合的な解決のできる人材を育成
するとともに、地域の人的あるいは団体間の横断的ネットワークを形成する。

149,312

個人番号及び法人番号の利用に関する広
報活動等に必要な経費

社会保障・税番号制度の広報を推進し、国民に制度の理解が浸透することによって質疑が減
少することから、コールセンターの人員を減らすことが可能となり、その結果約2.4億円の
経費の節約・削減を見込んでいる。

　社会保障・税番号制度（以下、「番号制度」という。）については、平成27年10月からの
個人番号・法人番号の通知、平成28年１月からの個人番号・法人番号の利用開始、平成29年
１月からの情報提供ネットワークシステムを利用した国の機関間の情報連携及びマイナポー
タルの運用開始、平成29年７月からの地方公共団体等を含めた情報連携の開始に向けて、必
要な準備を進めている。
　番号制度担当室においては、番号制度の円滑な導入・定着に資するため、番号制度全体や
システム等に関する周知・広報について、積極的に進めていかなければならないところ。特
に、マイナポータル等のwebと親和性の高い分野の広報を進めるほか、マイナンバー制度の円
滑な定着に向けて、番号やカードを利用する産業界と連携した、国民向け広報を行うために
必要となる費用である。

478,906

地域少子化対策強化事業

補助率（2/3）を導入することで地方負担分を設定し、国庫負担分を削減するとともに、対
象事業の重点化やＫＰＩの設定等による効果検証を行うなど、効果的な事業に対してより効
率的に支援を行う制度設計とすることとした。こうしたことも踏まえ、必要な経費を抑え、
25年度補正予算及び26年度補正予算額（各30.1億円）から約5億円の削減を見込んでいる。

我が国の危機的な少子化問題に対応するため、結婚・妊娠・出産・育児の一貫した「切れ目
ない支援」を行うことを目的に、地域の実情に応じた先駆的な取組を行う地方公共団体を支
援する。

2,514,500

新しい日本のための優先課題推進枠（定量的試算・エビデンス）［内閣府］


